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○三条市ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱 

平成17年５月１日 

告示第18号 

改正 平成18年12月28日告示第236号 

平成19年５月22日告示第131号 

平成19年９月25日告示第166号 

平成20年３月31日告示第53号 

平成20年３月31日告示第61号 

平成22年９月１日告示第169号 

平成23年３月１日告示第30号 

平成24年10月10日告示第496号 

平成25年７月４日告示第281号 

平成26年１月17日告示第15号 

平成27年２月26日告示第36号 

平成27年12月28日告示第612号 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり親家庭の父又は母及び児童等の医療費の一部を助成することに

より、ひとり親家庭の保健の向上を図り、もってその福祉の増進に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において「医療保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

(1) 健康保険法（大正11年法律第70号） 

(2) 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

(3) 国民健康保険法（昭和33年法律第192号） 

(4) 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

(5) 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

(6) 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

(7) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号） 

２ この要綱において「児童」とは、18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る者又は20歳未満で児童扶養手当法施行令（昭和36年政令第405号。以下「施行令」とい

う。）第１条第１項に規定する程度の障がいの状態にある者をいう。 
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３ この要綱において「ひとり親家庭」とは、次の各号のいずれかに該当する児童（父母（施

行令第１条第２項に規定する程度の障がいの状態にある者を除く。）と生計を同じくして

いる者並びに父又は母及びその配偶者（施行令第１条第２項に規定する程度の障がいの状

態にある者を除く。）に養育（その児童と同居して、これを監護し、かつ、その生計を維

持することをいう。以下同じ。）されている者を除く。）の父又は母がその児童を監護す

る家庭をいう。 

(1) 父母が婚姻を解消した児童 

(2) 父又は母が死亡した児童 

(3) 父又は母が施行令第１条第２項に規定する程度の障がいの状態にある児童 

(4) 父又は母の生死が明らかでない児童 

(5) 父又は母が引き続き１年以上遺棄している児童 

(6) 父又は母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法

律第31号）第10条第１項の規定による命令（当該父又は母の配偶者（配偶者であった

者を含む。）の申立てにより発せられたものに限る。）を受けた児童 

(7) 父又は母が法令により引き続いて１年以上拘禁されている児童 

(8) 母が婚姻によらないで懐胎した児童 

(9) 前号の児童に該当するかどうかが明らかでない児童 

４ この要綱において「養育者」とは、次の各号のいずれかに該当する児童を養育する者で

あって、父母及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の４に規定する里親以外の

ものをいう。 

(1) 父母が死亡した児童 

(2) 前項各号のいずれかに該当する児童であって、父母が監護しないもの 

５ この要綱にいう「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その

母と事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含み、「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「婚姻」には、婚姻の届出をし

ていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含むものとする。 

６ この要綱において「医療費」とは、医療保険各法に規定する療養に要した費用（健康保

険法第76条第２項の規定に基づき、厚生労働大臣の定めるところにより算定した額）及

び医療保険各法に規定する指定訪問看護に要した費用（健康保険法第88条第４項の規定

に基づき、厚生労働大臣の定めるところにより算定した額）をいう。 

７ この要綱において「自己負担額」とは、医療費から医療保険各法に規定する保険の給付
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及び法令等により国又は地方公共団体が負担する額を控除した額とする。 

（対象者） 

第３条 この要綱に基づき医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）

は、医療保険各法の規定による被保険者及びその被扶養者であって、本市に住所を有し、

かつ、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) ひとり親家庭の父又は母及び児童 

(2) 養育者及び養育者が養育する前条第４項各号のいずれかに該当する児童 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、事業の対象者としない。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

(2) 児童福祉法第27条第１項第３号に規定する措置又は同条第２項に規定する委託措置

を受けている者 

(3) 三条市重度心身障がい者医療費助成事業実施要綱（平成17年三条市告示第42号）に

基づき医療費の助成を受けることができる者 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、当該ひとり親家庭

の父又は母及び児童並びに養育者及び養育者の養育する児童は、事業の対象者としない。 

(1) ひとり親家庭の父若しくは母又は養育者（次の各号のいずれかに該当する児童の養

育者を除く。）の前年の所得（１月から９月までの医療その他の療養を受ける場合にあ

っては、前々年の所得とする。以下同じ。）が施行令第２条の４第２項に規定する額以

上であるとき、及び次の各号のいずれかに該当する児童の養育者の前年の所得が施行令

第２条の４第４項に規定する額以上であるとき。 

ア 第２条第３項第２号又は第４号に該当する児童であって、父又は母がないもの 

イ 第２条第３項第７号に該当する児童であって、父又は母がないもの 

ウ 父母が法令により引き続いて１年以上拘禁されている児童 

エ 第２条第３項第８号に該当する児童であって、母が死亡したもの又は母の生死が明

らかでないもの 

オ 第２条第３項第９号に該当する児童 

(2) ひとり親家庭の父若しくは母の配偶者の前年の所得又はひとり親家庭の父若しくは

母の民法（明治29年法律第89号）第877条第１項に定める扶養義務者で当該ひとり親家

庭の父若しくは母と生計を同じくするものの前年の所得が、施行令第２条の４第５項に

規定する額以上であるとき。 

(3) 養育者の配偶者の前年の所得又は養育者の民法第877条第１項に定める扶養義務者
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で当該養育者の生計を維持するものの前年の所得が、施行令第２条の４第５項に規定す

る額以上であるとき。 

４ 前項の規定は、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、自己又は所得税

法（昭和40年法律第33号）に規定する控除対象配偶者若しくは扶養親族の所有に係る住

宅、家財又は施行令第５条に規定する財産につき被害金額（保険金、損害賠償金等により

補充された金額を除く。）がその価格のおおむね２分の１以上である損害を受けた者があ

る場合において、当該損害を受けた月から翌年の９月30日までの医療その他の療養につ

いては、当該損害を受けた者に係る当該損害を受けた年の前年の所得に関しては、適用し

ない。 

（受給者証の交付申請） 

第４条 この要綱に基づき医療費の助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

ひとり親家庭等医療費受給者証交付申請書（様式第１号）により、市長に受給者証（様式

第２号）の交付を申請しなければならない。 

（認定及び受給者証の交付） 

第５条 市長は、前条に規定する申請に基づき審査した結果、申請者が事業の対象者である

と認めたときは、申請者に受給者証を交付するとともに、ひとり親家庭等医療費受給者台

帳（様式第３号。以下「交付台帳」という。）に記入するものとする。 

（受給者証交付申請の却下） 

第６条 市長は、第４条に規定する申請に基づき審査した結果、申請者が事業の対象者でな

いと認めたときは、申請者にひとり親家庭等医療費受給者証交付申請却下決定通知書（様

式第４号）により通知するものとする。 

（受給者証の有効期間） 

第７条 受給者証の有効期間は、10月１日から翌年の９月30日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、最初に交付される受給者証の有効期間は、受給者証が交付さ

れた日の属する月の翌月の初日から最初に到来する９月30日までとする。 

３ 第３条に規定する対象者としての要件を欠くに至った場合における受給者証の有効期

間は、その事実の発生した日の属する月の末日までとする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める場合は、受給者証の有効期間を変

更することができる。 

（受給者証の更新） 

第８条 受給者証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）は、受給者証の更新を
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希望するときは、８月１日から８月31日までの間にひとり親家庭等医療費受給者証更新

申請書（様式第１号）により、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、受給者が受給者証の有効期間満了後も引き続き受給資格を有すると認めたとき

は、受給者証を更新するものとする。 

（受給者証の再交付） 

第９条 受給者は、受給者証を破損し、汚損し、又は紛失したため再交付を必要とするとき

は、ひとり親家庭等医療費受給者証再交付申請書（様式第５号）を市長に提出して受給者

証の再交付を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、交付台帳により受給資格を確認した上

で、受給者証を再交付するものとする。 

（助成額） 

第10条 市長が助成する医療費の額は、受給者に係る自己負担額から次の各号に掲げる場

合に当該各号に定める額（以下「一部負担金」という。）を控除した額とする。 

(1) 医療保険各法の規定による診察、薬剤若しくは治療材料の支給若しくは処置、手術

その他の治療又は居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護（第

３号に掲げる療養に伴うものを除く。）を受ける場合は、病院、診療所等（医療保険各

法に規定する薬局を除き、同一の医療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は、

診療ごとに、別の医療機関とみなす。以下この条において「保険医療機関等」という。）

ごとに１日につき530円とする。 

(2) 前号の場合において、同一の月に同一の保険医療機関等において同号に掲げる療養

の給付を５回以上受けるときは、同号の規定にかかわらず、５回目以後の同号の療養の

給付に係る一部負担金は、控除しない。ただし、月の初回から４回目まで当該受診日の

自己負担額が530円に満たないときは、当該自己負担額を限度とする。 

(3) 医療保険各法の規定による病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他

の看護を受ける場合は、保険医療機関等ごとに１日につき1,200円とする。 

(4) 医療保険各法の規定による指定訪問看護を受ける場合は、指定訪問看護事業者ごと

に１日につき250円とする。 

２ 市長は、医療保険各法の規定により交付される食事療養に係る標準負担額減額認定証

（以下「標準負担額減額認定証」という。）又は限度額適用・標準負担額減額認定証（以

下「減額認定証」という。）の交付を受けている受給者が負担する前項第３号に掲げる療

養と併せて受ける食事療養に係る健康保険法第85条第２項に規定する厚生労働大臣が定
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める標準負担額（以下「入院時食事療養費標準負担額」という。）を助成するものとする。 

３ 市長は、減額認定証の交付を受けている受給者が負担する第１項第３号に掲げる療養と

併せて受ける生活療養に係る健康保険法第85条の２第２項並びに介護保険法（平成９年

法律第123号）第51条の３第２項第１号及び第２号に規定する厚生労働大臣が定める標準

負担額（以下「入院時生活療養費標準負担額」という。）のうち別表に定める額を助成す

るものとする。 

（助成の方法） 

第11条 市長は、医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者（以下「被保険者等」

という。）である受給者に対する医療費、入院時食事療養費標準負担額及び入院時生活療

養費標準負担額の助成を次に定める方法により行うものとする。 

(1) 受給者が、医療保険各法の規定において保険医療を行うこととされている病院、診

療所、薬局又は指定訪問看護事業者（以下この号において「保険医療機関等」という。）

において療養の給付、食事療養及び指定訪問看護を受ける場合 

ア 受給者は、保険医療機関等のうち自己の選定するものについて療養の給付を受ける

際、保険医療機関等ごとに医療保険証及び受給者証を提示しなければならない。 

イ 保険医療機関等（薬局を除く。）について食事療養を受けようとする受給者は、ア

に定めるもののほか、標準負担額減額認定証又は減額認定証を当該保険医療機関等に

提示しなければならない。 

ウ 受給者は、療養の給付を受けた保険医療機関等（薬局を除く。）に対して一部負担

金を支払うものとする。 

エ 市長は、当該受給者が療養の給付、食事療養及び指定訪問看護を受けた保険医療機

関等（食事療養を受けた場合においては、薬局を除く。）に対し、前条の規定により

算出した医療費及び入院時食事療養費標準負担額を支払うものとする。 

(2) 施術等又は医療保険各法の規定において保険医療を行うこととされている病院若し

くは診療所（以下この号において「保険医療機関」という。）において生活療養を受け

る場合 

ア 受給者は、はり・きゅう等の施術を行う者その他の者（以下「施術者等」という。）

において施術等を受ける際、当該施術者等に医療保険証及び受給者証を提示し、ひと

り親家庭等医療費助成申請書（様式第６号。以下「助成申請書」という。）を提出し

た上で、自己負担に係る医療費を支払わなければならない。ただし、市長と協定等を

締結している施術者等の施術を受け、当該施術者等にひとり親家庭等医療費の助成金
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の受領を委任する場合は、助成申請書に代えて県単医療費助成申請書（様式第７号。

以下「県単助成申請書」という。）を提出するものとする。 

イ 受給者は、保険医療機関において生活療養を受ける際、当該保険医療機関に医療保

険証、受給者証及び減額認定証を提示し、県親医療費助成申請書（様式第８号）を提

出しなければならない。 

ウ 施術者等又は保険医療機関は、ア又はイにより提出された助成申請書、県単助成申

請書又は県親医療費助成申請書に必要事項を記載し、これを受給者に交付するものと

する。ただし、医療費助成申請書及び県親医療費助成申請書の記載は必要な事項を確

認することができる領収書等を添付することにより省略することができる。 

エ 受給者は、施術者等に支払った自己負担に係る医療費又は保険医療機関において受

けた生活療養に係る入院時生活療養費標準負担額について助成を受けようとすると

きは、ウの規定により交付を受けた助成申請書、県単助成申請書又は県親医療費助成

申請書により市長に申請しなければならない。 

（償還払に係る医療費の支給） 

第12条 市長は、前条第２号に定める方法により助成する場合において、助成申請書、県

単助成申請書又は県親医療費助成申請書を受理したときは、当該申請内容を審査の上助成

額を決定し、ひとり親家庭等医療費支給決定通知書（様式第９号）により受給者に通知し、

支給するものとする。ただし、前条第２号アただし書により助成する場合は、受給者への

通知を省略することができる。 

（届出義務） 

第13条 受給者は、第１号から第４号までに該当したときは、ひとり親家庭等医療費受給

者変更届（様式第10号）に、第５号に該当したときは、ひとり親家庭等医療費受給者被

害届（様式第11号）に、それぞれ受給者証を添えて市長に届け出なければならない。 

(1) 受給者が氏名又は市内において住所を変更したとき。 

(2) 受給者の加入している医療保険の種類又は医療保険証、標準負担額減額認定証若し

くは減額認定証の記載事項に変更があったとき。 

(3) 受給者証に記載された受給者のうち一部の者が第３条に規定する対象者としての要

件を欠くに至ったとき。 

(4) 新たに監護し、又は養育する児童を有するに至ったとき。 

(5) 受給者が第三者の行為による被害について医療その他の療養を受けたとき。 

（受給者証の返還） 
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第14条 受給者は、次に掲げる事由が生じたときは、ひとり親家庭等医療費受給資格喪失

届（様式第12号）を市長に提出するとともに、受給者証を返還しなければならない。 

(1) 受給者が市外に転出したとき。 

(2) 受給者証に記載されたすべての受給者が第３条に規定する対象者としての要件を欠

くに至ったとき。 

２ ひとり親家庭の父若しくは母又は養育者が死亡した場合における前項の規定による届

出は、戸籍法（昭和22年法律第224号）第87条第１項の規定による届出義務者が行うもの

とする。 

（損害賠償との調整） 

第15条 市長は、受給者が第三者による被害について損害賠償を受けたときは、その賠償

額の限度において、助成の全部若しくは一部を行わず、又は既に助成した額の全部若しく

は一部を返還させることができる。 

（譲渡又は担保の禁止） 

第16条 受給者は、この要綱に定める助成を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはな

らない。 

（助成金の返還） 

第17条 市長は、虚偽その他不正な行為によりこの要綱に定める助成を受けた者があると

きは、その者から当該助成金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（審査及び支払事務の委託） 

第18条 市長は、第11条第１号に定める医療費及び入院時食事療養費標準負担額の審査及

び支払に関する事務を新潟県国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金新

潟支部に委託することができる。 

（準用） 

第19条 第15条から第17条までの規定は、入院時食事療養費標準負担額及び入院時生活療

養費標準負担額について準用する。 

（その他） 

第20条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成17年５月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の三条市ひとり親家庭等医療費助成事業実施

要綱（平成３年三条市告示第19号）、栄町ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平

成３年栄町条例第５号）、栄町ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例施行規則（平成

３年栄町規則第４号）、下田村ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平成３年下田

村条例第11号）又は下田村ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例施行規則（平成３

年下田村規則第８号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの要綱の相

当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成18年12月告示第236号）抄 

（施行期日等） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成18年10月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際この要綱による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用す

ることができる。 

附 則（平成19年５月告示第131号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際この要綱による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用す

ることができる。 

附 則（平成19年９月告示第166号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用することがで

きる。 

附 則（平成20年３月告示第53号） 

（施行期日） 
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１ この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の三条市ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日

以後に行われた療養又は指定訪問看護に係る医療費の助成について適用し、同日前に行わ

れた療養又は指定訪問看護に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成20年３月告示第61号） 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年９月告示第169号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用することがで

きる。 

附 則（平成23年３月告示第30号） 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年10月告示第496号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙は、当分の間、これを使用することがで

きる。 

附 則（平成25年７月告示第281号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成26年１月告示第15号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成27年２月告示第36号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成27年12月告示第612号） 

この要綱は、平成28年１月１日から施行する。 

別表（第10条関係） 

入院医療の必要性の高い者以外の者の場合 入院医療の必要性の高い者の場合 
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減額認定証の区分 生活療養に係る食事の

費用（1食当たり） 

減額認定証の区分 生活療養に係る食事の

費用（1食当たり） 

生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅱの者 

160円 生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅱの者（長期非該当） 

210円 

生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅰの者 

100円 生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅱの者（長期該当） 

160円 

生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅰ（老福）の者 

100円 生活療養に係る限度

額適用・標準負担額減

額認定証所持者で区分

Ⅰの者 

100円 

備考 「入院医療の必要性の高い者」とは、健康保険法施行規則第62条の３第３号の規

定に基づき厚生労働大臣が定める者（平成18年厚生労働省告示第488号）に定める者を

いう。 
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様式第１号（第４条、第８条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第11条関係） 

様式第７号（第11条関係） 

様式第８号（第11条関係） 

様式第９号（第12条関係） 

様式第10号（第13条関係） 

様式第11号（第13条関係） 

様式第12号（第14条関係） 

 


